
計画期間　　　令和５年４月１日～令和９年３月３１日

内容

＜目標１＞　産前産後休暇や育児休業、育児休業給付、育休中の

＜対策＞

　令和5年4月～　 各所属職員へ制度に関するパンフレット等を配布　　

＜目標２＞　男性の子育て目的の休暇及び育児休業の取得促進

＜対策＞

　令和5年4月～　 各所属職員へ男性の育児休業制度の案内　　

＜目標３＞　　業務効率化による時間外勤務の縮減

＜対策＞

　令和5年4月～　 各所属で業務内容の整理

　令和5年11月～　 ワークフローシステムの導入による業務の効率化

次世代育成支援推進事業主　行動計画　

　　　　　　社会保険料免除など制度の周知や情報提供を行う。

　を行い、男女に関わらず育児休暇等を取得しやすい

　　 労働環境を形成する


